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社会保険・労働保険の適用に関する規定① 

 （派遣先への通知）  

第三十五条 派遣元事業主は、労働者派遣をするときは、厚生労働省令で定めるところにより、次に掲げる事項を派遣先に通知しなければ

ならない。  

 一 当該労働者派遣に係る派遣労働者の氏名  

 二 当該労働者派遣に係る派遣労働者が期間を定めないで雇用する労働者であるか否かの別  

 三 当該労働者派遣に係る派遣労働者に関する健康保険法第三十九条第一項の規定による被保険者の資格の取得の確認、厚生年金

保険法第十八条第一項 の規定による被保険者の資格の取得の確認及び雇用保険法第九条第一項 の規定による被保険者となつた

ことの確認の有無に関する事項であつて厚生労働省令で定めるもの  

 四 その他厚生労働省令で定める事項  

２ （略） 

労働者派遣法（抜粋） 

 （法第三十五条第一項第三号の厚生労働省令で定める事項）  

第二十七条の二 法第三十五条第一項第三号の厚生労働省令で定める事項は、当該労働者派遣に係る派遣労働者に関して、次の各号

に掲げる書類がそれぞれ当該各号に掲げる省令により当該書類を届け出るべきこととされている行政機関に提出されていることの有無と

する。  

 一 健康保険法施行規則（大正十五年内務省令第三十六号）第二十四条第一項に規定する健康保険被保険者資格取得届  

 二 厚生年金保険法施行規則（昭和二十九年厚生省令第三十七号）第十五条に規定する厚生年金保険被保険者資格取得届  

 三 雇用保険法施行規則（昭和五十年労働省令第三号）第六条に規定する雇用保険被保険者資格取得届  

２ 派遣元事業主は、前項の規定により同項各号に掲げる書類が提出されていないことを派遣先に通知するときは、当該書類が提出されて

いない具体的な理由を付さなければならない。  

労働者派遣法施行規則（抜粋） 
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第２ 派遣元事業主が講ずべき措置  

 四 労働・社会保険の適用の促進 

  (一) 労働・社会保険への適切な加入 

     派遣元事業主は、その雇用する派遣労働者の就業の状況等を踏まえ、労働・社会保険の適用手続を適切に進め、労働・社会保

険に加入する必要がある派遣労働者については、加入させてから労働者派遣を行うこと。ただし、新規に雇用する派遣労働者につい

て労働者派遣を行う場合であって、当該労働者派遣の開始後速やかに労働・社会保険の加入手続を行うときは、この限りでないこと。 

  (二) 派遣労働者に対する未加入の理由の通知 

     派遣元事業主は、労働・社会保険に加入していない派遣労働者については、派遣先に対して通知した当該派遣労働者が労働・社

会保険に加入していない具体的な理由を、当該派遣労働者に対しても通知すること。 

派遣元指針（抜粋） 

第２ 派遣先が講ずべき措置  

 八 労働・社会保険の適用の促進 

   派遣先は、労働・社会保険に加入する必要がある派遣労働者については、労働・社会保険に加入している派遣労働者(派遣元事業主

が新規に雇用した派遣労働者であって、当該派遣先への労働者派遣の開始後速やかに労働・社会保険への加入手続が行われている

ものを含む。)を受け入れるべきであり、派遣元事業主から派遣労働者が労働・社会保険に加入していない理由の通知を受けた場合にお

いて、当該理由が適正でないと考えられる場合には、派遣元事業主に対し、当該派遣労働者を労働・社会保険に加入させてから派遣す

るよう求めること。 

派遣先指針（抜粋） 

社会保険・労働保険の適用に関する規定② 



3 

均衡待遇に関する規定① 

 （均衡を考慮した待遇の確保）  

第三十条の二  派遣元事業主は、その雇用する派遣労働者の従事する業務と同種の業務に従事する派遣先（当該派遣労働者

に係る労働者派遣の役務の提供を受ける者をいう。第四節を除き、以下同じ。）に雇用される労働者の賃金水準との均衡を考

慮しつつ、当該派遣労働者の従事する業務と同種の業務に従事する一般の労働者の賃金水準又は当該派遣労働者の職務

の内容、職務の成果、意欲、能力若しくは経験等を勘案し、当該派遣労働者の賃金を決定するように配慮しなければならない。 

２  派遣元事業主は、その雇用する派遣労働者の従事する業務と同種の業務に従事する派遣先に雇用される労働者との均衡

を考慮しつつ、当該派遣労働者について、教育訓練及び福利厚生の実施その他当該派遣労働者の円滑な派遣就業の確保の

ために必要な措置を講ずるように配慮しなければならない。  

 

 （適正な派遣就業の確保等）  

第四十条 （略） 

２ （略） 

３  派遣先は、第三十条の二の規定による措置が適切に講じられるようにするため、派遣元事業主の求めに応じ、その指揮命令

の下に労働させる派遣労働者が従事する業務と同種の業務に従事する当該派遣先に雇用される労働者に関する情報であつ

て当該措置に必要なものを提供する等必要な協力をするように努めなければならない。  

労働者派遣法（抜粋） 
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均衡待遇に関する規定② 

第２ 派遣元事業主が講ずべき措置 

 八 派遣労働者の雇用の安定及び福祉の増進等 

  (二) 派遣先の労働者との均衡に配慮した取扱い 

   イ 派遣元事業主は、その雇用する派遣労働者の賃金の決定に当たっては、労働者派遣法第三十条の二第一項の趣旨を

踏まえ、当該派遣労働者の従事する業務と同種の業務に従事する派遣先に雇用される労働者の賃金水準との均衡を考慮

しつつ、当該派遣労働者の従事する業務と同種の業務に従事する一般の労働者の賃金水準又は当該派遣労働者の職務

の内容、能力若しくは経験等を勘案するよう努めること。また、派遣元事業主は、派遣労働者の職務の成果、意欲等を適切

に把握し、当該職務の成果等に応じた適切な賃金を決定するよう努めること。 

   ロ 派遣労働者の従事する業務と同種の業務に従事する派遣先に雇用される労働者の賃金水準との均衡を考慮した結果の

みをもって、当該派遣労働者の賃金を従前より引き下げるような取扱いは、労働者派遣法第三十条の二第一項の趣旨を踏

まえた対応とはいえないこと。 

   ハ 派遣元事業主は、労働者派遣法第三十条の二第二項の趣旨を踏まえ、労働者派遣に係る業務を円滑に遂行する上で

有用な物品の貸不や教育訓練の実施等を始めとする派遣労働者の福利厚生等の措置について、当該派遣労働者の従事

する業務と同種の業務に従事する派遣先に雇用される労働者の福利厚生等の実状を把握し、当該派遣先に雇用される労

働者との均衡に配慮して必要な措置を講ずるよう努めること。 

派遣元指針（抜粋） 
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均衡待遇に関する規定③ 

第２ 派遣先が講ずべき措置 

 九 適正な派遣就業の確保 

  (一) 適切な就業環境の維持、福利厚生等 

     派遣先は、その指揮命令の下に労働させている派遣労働者について、派遣就業が適正かつ円滑に行われるようにするた

め、セクシュアルハラスメントの防止等適切な就業環境の維持、その雇用する労働者が通常利用している診療所、給食施設

等の施設の利用に関する便宜を図るよう努めなければならないこと。また、派遣先は、労働者派遣法第四十条第三項の規

定に基づき、派遣元事業主の求めに応じ、その指揮命令の下に労働させる派遣労働者が従事する業務と同種の業務に従

事している労働者等の賃金水準、教育訓練、福利厚生等の実状を把握するために必要な情報を派遣元事業主に提供する

とともに、派遣元事業主が当該派遣労働者の職務の成果等に応じた適切な賃金を決定できるよう、派遣元事業主からの求

めに応じ、当該派遣労働者の職務の評価等に協力をするよう努めなければならないこと。 

派遣先指針（抜粋） 
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EU派遣労働指令における均等待遇の規定 

第５条 均等待遇原則 

１ 派遣労働者の労働雇用条件は、その利用者企業への派遣の期間中、同一職務に利用者企業に よって直接採用されていれば適用され

たものを下回らないものとする。 

 第１文の適用について、法律、規則、行政規定、労働協約及び／又は他の全ての一般規定によって確立された通りに、利用者企業におい

て発効している次の各号に関する規則が遵守されなければならない。 

 (a) 妊婦及び保育中の母の保護並びに児童及び若年者の保護、 

 (b) 男女均等待遇及び性別、人種又は民族的出身、宗教、信条、障害、年齢又は性的指向に基づくいかなる差別とも闘う行動。  

２ 賃金に関しては、加盟国は、労使団体に協議した上で、派遣事業者と常用雇用契約を有する派遣労働者が派遣の合間の期間において

も引き続き賃金を支払われている場合には、第１項で確立された 原則に対する例外を規定することができる。  

３ 加盟国は、労使団体に協議した上で、加盟国で定める条件に従い適当なレベルの労使団体に、派遣労働者の全体的な保護を尊重しつ

つ、第１項にいう原則とは異なる労働雇用条件に関する取り決めを確立する労働協約を維持し又は締結する選択肢を不えることができる。  

４ 派遣労働者に十分な水準の保護が提供されていることを条件として、労働協約の一般的拘束力を 宣言する法制度又は労働協約の規

定を一定の業種又は地域における全ての類似の企業に拡張適用する法律又は慣行を有さない加盟国は、全国水準の労使団体に協議し

た上で当該労使団体の締結した協定に基づき、第１項で確立した原則から適用除外する基本的労働雇用条件に関する取り決めを確立す

ることができる。そのような取り決めは均等待遇が適用されるのに必要な最低派遣期間を含むこと ができる。  

  本項にいう取り決めは、欧州共同体法に従い関係業種や企業がその義務を認識し遵守しうるように 十分に正確で接近可能でなければな

らない。特に、加盟国は、第３条第２項の適用において、年金、傷病給付又は財務参加制度を含む職域社会保障制度が第１項にいう労働

雇用条件に含まれるか否かを特定するものとする。そのような取り決めは、労働者にとってより丌利益でない全国、地方、地域又は業種にお

ける労働協約を妨げない。  

５ 加盟国は、国内法及び／又は慣行に従い、本条の濫用を防止し、とりわけ本指令の規定を迂回するために考案された反復継続的な派

遣を防止する観点で、適切な措置をとるものとする。加盟国はそのような措置について欧州委員会に通知するものとする。 

EU派遣労働指令（抜粋） 

（出典）和訳は第３回研究会における濱口統括研究員ご提出資料による。 


